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一般社団法人全国ご当地エネルギー協会とは
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全国ご当地エネルギー協会は、地域主導型の自然エネルギー事業に取り組む組織やキーパーソ
ンのネットワークです。「コミュニティパワー・イニシアチブ」（2013年6月19日設立）を発展的に再組織
化するかたちで、2014年5月に設立されました。

持続可能で自立した地域社会を実現するために地域主導型の自然エネルギー開発を協働して促

進していくという理念の下、社会ビジネスモデルの開発、情報・経験共有、政策研究・提言、人材育成、
事業支援などを進めています。

団体名：一般社団法人全国ご当地エネルギー協会
所在地：〒160-0008 東京都新宿区四谷三栄町16-16
設立：2014年5月23日 会員団体：52団体(2020年12月1日現在)
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本日の要望の主要ポイント

1. 立地制約に係る見直し
① 農地の活用

2. 系統制約に係る見直し
① 九州電力の出力抑制

② 電力会社からの契約解除通告

③ 接続負担金ルールの見直し

④ 北海道電力の蓄電池併設義務付けの見直し

3. 市場制約に係る見直し
① バイオマスボイラーの規制緩和

② 非化石証書制度の抜本見直し

4. 地域との共生に係る見直し
① FIT法の地域活用要件の見直しと活用
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再エネ転換で地域主導の重要性がますます高まる
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( 出典 ) Adam Dorr & Tony Seba “Rethinking Energy 2020-2030 - 100% Solar, Wind,  
and Batteries is Just the Beginning” A RethinkX Sector Disruption Report, Oct.2020
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(出典)REN21 Global Status Report 2020,
IAEA等をベースにISEP加筆



1. 再生可能エネルギーの農地での積極的な利用
再エネ（とくに太陽光）の導入ポテンシャルでは、住宅(249TWh)と荒廃農地(94TWh)を含む
農地(2767TWh)が圧倒的かつ現実的である。他方、外部大資本によるルールなき乱開発
は地域からの反発を招く。

① 再生可能エネルギー(特に太陽光発電及び風力発電)を「農地法の運用」における

「地域の農業の振興に資する施設」とし、農地転用を不要とすること

② 農業設備（ガラス園芸ハウス、獣害防止用柵へいなど）に太陽光発電を敷設する場
合は、一体の農業設備に位置づけること

2. 荒廃農地の活用
① 「再生利用が困難と見込まれる荒廃農地」19.2haを太陽光発電等再生可能エネル
ギーに積極的に活用すること

3. 営農型ソーラーの積極展開
① 営農型ソーラーは幅広く(2MW未満まで)を地域活用電源に位置づけ、FITを継続する
こと。

② 荒廃農地での営農型ソーラーについては収量基準を廃止し従前と同レベルで了とす
る。また、許可更新をFITと同じ20年とすること。

③ 営農型ソーラーに対する各都道府県・市町村の農業委員会が全般に無理解、知識
不足、消極的、裁量が大きく、要する時間も可否も不透明で、甚大な障害となってい
る現状を解消する必要がある。

④ 営農型ソーラーにおける資金計画の提出は無意味であり、廃止すること。
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(1)農地の活用について
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(1)農地の活用について

太陽光・風力導入ポテンシャル

【出典】環境省令和元年度再生可能エネルギーに関するゾーニン
グ基礎情報等の整備・公開等に関する委託業務報告書(2020年6

月)

農地
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1. 九州電力の出力抑制
「柔軟性」に基づく系統運用が行われておらず、抜本的転換が必要。

①

②

③

石炭が十分に抑制されないまま太陽光・風力が抑制されている状況を改善すること

電源開発の松島・松浦火力が抑制対象になっていない運用を改めること

太陽光・風力を最優先給電とすることがもっとも合理的であること

2. 電力会社からの接続契約解除通告
東北電力から当協会会員に対して、すでにFIT発電中の営農型ソーラーに対して、接続契約解除を予告する
「脅迫的な通告」が来たが、内容的にも疑問が多く、対等な契約者として社会通念上も疑問である。指導官庁
としての経産省の見解を聞きたい。

3. 接続負担金ルールの見直し
受益者負担原則から、原則として一般負担とし、特定負担は近接アクセスポイントまでの整備費用に限定す
ること。

【理由】電力会社との接続負担金は「費用負担ガイドライン」(2015年11月6日)において

Ø 幹系統の増強等は原則一般負担とし、基幹系統以外の増強 は受益に応じて一般負担分と特定負担

Ø しかし、一般負担に4.1万円/kWの上限を設けていることから、異常に過大な負担金請求が来ている。

【例】北海道で、1600kWの小水力に237億円もの負担金請求の例など

また、第3者開示を禁じているのは問題、第3者検証が可能なように情報開示すべきである。

4. 北海道電力の蓄電池併設義務付けの見直し
北海道電力が出力変動緩和対策として義務付けている蓄電池等の併設が普及の障害であり要見直し

Ø 蓄電池普及は良いことだが、再エネ普及の障害になるなら本末転倒。

Ø 蓄電池を敷設するなら系統側が合理的である

Ø 発電機側に蓄電池を設置するなら、経産省は普及のためにプレミアムを検討すべき

5. 共通問題としての電力広域的運営推進機関のガバナンス問題
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(2)系統制約について



(出所:九州電力送配電データよりISEP作成)

年度 2018 2019
VRE  
(%) 12.1 13.2

抑制状況

PV 0.9 4.1
風力 0.3 2.3
日数 26 74

Grids + + + o + o o o o o o

Generation + + + + + o o + o + -

Operation + + + + + + + + + + -

Wind penetration  
level in the energy  
mix (left axis)

Curtai lment rate  
(right axis)

九州エリアでの出力抑制とVREおよび原発の割合の月別推
移

VRE出力抑制比率は
柔軟性の指標

すでに九電は危険水域

【出典】Peerapat Vithaya (IEA), “Integrating variable  
renewables: Implications for energy resilience”,  
Asia Clean Energy Forum 2017, 6 June 2017 8
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九州電力の出力抑制問題 (2)系統制約について



九州電力(抑制された2019年４月１日の
例)

九州電力の抑制日

玄海3
5/13～7/22

玄海4
8/16～10/24

川内1
7/27～10/5

川内2
10/18～12/26

時刻

MW

9（出典）ISEP作成

(2)系統制約について九州電力の出力抑制問題



火力のさらなる抑制可能性 関門連系線のさらなる活用
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・バッテリ拡大

・30万kW拡大(2019年4月完了)
・VREオンライン下げ見込み。現状30+50万
用 kW
・電発(松浦・松島)火力の本州売電縮小
・予備回線活用(N-1電制緩和)可能性

図 2-22 中国九州間連系線(関門連系線)の空容量実績(2018年度)

※中国→九州を順方向（正表示）、九州→中国を逆方向（負表示）とする。

現状270万kW（✕２回線）
ほぼ常時200～250万kWを本州へ

（出典）OCCTO「電力需給及び電力系統に関する概況-2018年度の実績」2019年8月 10

(2)系統制約について九州電力の出力抑制問題
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①揚水運転による再生可能エネルギーの
余剰電力の吸収、

火力発電等の出力制御

②連系線を活用した他地域への送電
〔関門連系線の活用〕

③バイオマスの出力制御

④太陽光・風力の出力制御

⑤長期固定電源(水力、原子力、地熱)の
出力制御

優先給電ルールに基づく
再生可能エネルギーの出力制御

出
力
抑
制
を
行
う
順
番

[提言7] 優先給電（出力抑制）ルールを見直すこ
と

[提言9] 地域間連系線ルー
ルの見直しと拡充を図ること

[提言1] 「再生可能エネルギーの主力電源
化」という政策目標を具体化すること
[提言2] 「柔軟性」(フレキシビリティ)コンセ
プトの導入とそれに向けた改善策を取るこ
と

[提言3] VREを他分野で活用するセクター・
カップリングに向けた準備をすること
[提言4] 化石燃料による火力
発電を最小限に絞り込むこと

[提言5] 原発稼働スケジュー
ルを見直すこと

[提言6] VREのオンライン制御の最大限活
用
[提言8] 出力抑制に対して経済的に補償

(2)系統制約について九州電力の出力抑制問題
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(2)系統制約について電力会社からの接続契約解除通告
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(2)系統制約について接続負担金ルールの見直し

発電設備の設置に伴う電力系統の増強及び事業者の費用負担等の在り方に関する指針（平成27年11月
資源エネルギー庁）
・一般負担の上限については、2018年6月6日の一般負担の上限額の見直しにより、4.1万円/kW一律
一般負担の上限額の見直しについて(電力広域的運営推進機関)
http://www.occto.or.jp/access/oshirase/2018/180606_ippanfutanjougengaku_minaoshi.html

【出典】経産省HP「なるほど！グリッド」
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/grid/index.html
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(2)系統制約について接続負担金ルールの見直し
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名称 電力広域的運営推進機関（略称︓広域機関）

組 織 電気事業法に定める認可法人（全ての電気事業者に加入義務）

目 的
広域的な運営による電気の安定供給の確保
・電源の広域的な活用に必要な送配電網の整備を実施
・全国大で平常時・緊急時の需給調整機能を強化

会員数

一般送配電事業者︓ 10
送電事業者 ︓ 3
特定送配電事業者︓ 33
小売電気事業者 ︓ 657
発電事業者 ︓ 899
総会員数 ︓1,536事業者（2020年6月30日時点）
※複数の事業を営む事業者がいるため、内訳の合計と総会員数とは合致しない。

役員

理事長 ︓ 金本 良嗣
理事 ︓ 都築 直史（総務担当、事務局長兼務）

進士 誉夫（企画担当）
寺島 一希（計画担当）
内藤 淳一（運用担当）

監事（非常勤）︓高木 佳子（弁護士）
千葉 彰 （公認会計士）

※現在、金本理事長、寺島理事、内藤理事が３期目（2019年４月１日～2021年３月31日）
都築理事が１期目（2019年８月29日～2021年８月28日） 進士理事が１期目（2019年７月１日～2021年６月30日）
高木監事が３期目（2019年４月10日～2021年４月９日） 千葉監事が２期目（2019年４月１日～2021年３月31日）

u 広域機関の意思決定は、総会・理事会・評議員会の場で行われる。理事会の諮問機関として委員会
が存在する。
青字＝法定の組織・役員

総会 • 全会員（全電気事業者）で構成
• 議決権は、送配電事業者、小売電気事業
者、発電事業者の３グループに同数を配分

役員選任

評議員の任命

監事 理事会 評議員会
監査、意見提出 チェック・提言

(理事長・理事) • 重要事項を理事会に先立ち審議
（広域機関には、電気事業者により意思
決定される仕組みとなっているため、電気
の 使用者、各分野の有識者等電気事業

者

職員任命 諮問 以外の方々による運営のチェックや提言を
可能とすることで、組織運営を客観化す

る
• 理事長・理事は常勤 業務の管理・総括 趣旨で設置。）
• 理事長は中立者から就任
• 事業者出身理事は、発電、送電、 事務局
小売から１人ずつ 事務局長 委員会

• 理事会は原則週１回開催（監 約180人 2020年6月末時点
事も出席）。事案によって追加的 総務部 ※派遣職員を含む 理事会の諮問機関
に開催することで意思決定が遅れ 企画部 ※内プロパー職員27名 • 基幹系統の整備、安定供給に必要
ないように対応。 計画部 紛争解決対応室 な供給力等の効率的な確保など目

的に対応して設置。また、特定事
象

運用部 監査室 の検証も実施（北海道胆振東部地
震後の大規模停電の検証）

事務局職員の出向元比率（2020年6月末）

電力各社（＋電発）
98人

広域機関プロパー職員
27人

経産省出向
5人

新電力等（ガス、再エ

ネ事業者）

36人

総務部 企画部 計画部 運用部

担当理事 経産省 非電力出身 電発出身 電力出身

部長（出向） 電力 電力 非電力

＜各部幹部の配置＞

【出典】経済産業省・電力広域的運営推進機関検証ワーキンググループ
第1回(2020年7月29日)

電力広域的運営推進機関のガバナンス問題 (2)系統制約について



1. バイオマスボイラーの規制緩和
① 欧州の規制と同様に「圧力」のみの規制とし伝熱面積(規模)規制を撤廃するこ
と

② ボイラーの二重検査の回避（EN基準とJIS基準の相互主義）
③ 消防法関連の防火区画の確保、大気汚染防止法における伝熱面積の要件が
化石燃料に比べて厳しい点なども見直すこと

2. 非化石証書制度（市場）の抜本見直し
混乱の極みである「非化石証書・市場」を抜本的に見直すこと

① 本来の普及対象であるFIT対象の再エネのみの「再エネ証書」とし、与党も依存
度提言を公約とする原発を証書化から外すこと

② FITの賦課金に再エネ価値が入っているとの解釈を見直し、発電者側に再エネ
価値(CO2削減、地域、特定電源等)が帰属する再整理が必要

③ 発電者に帰属するFIT/FIPの「再エネ価値」の最終引き受け(ラストリゾート)は、
一般送配電事業者とし、その価格が最低価格となる

④ 欧米と同じ「発電源証明書」(GoO)を制度化して取引ごとにやり取りすれば、ト
ラッキングも可能となる。
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(3)市場制約に係る見直し



①バイオマスボイラーの伝熱面積の制限緩和

A 圧力が一定以下のバイオマス温水ボイラーについて、欧州と同様に「圧力」のみ
の規制として伝熱面積(規模)の規制を撤廃してほしい。
また、大気汚染防止法における伝熱面積の要件も同様に見直しを検討してほし
い。
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３ 市場制約に係る見直し

現行は、ゲージ圧力0.1メガパスカル以下、伝熱面積４平方メートル以下の場合のみ簡易ボイラーとして認められ
ている。 これを３０㎡まで拡充すれば、バイオマスボイラーにs対する不必要な規制は緩和される。不必要な改造
によるコスト増や品質の劣化が回避できる。



②ボイラーの二重検査の回避

バイオマスボイラーを海外から輸入する場合、EN基準等によ
る検査と日本に輸入する輸入検査（指定外国検査機関）の二
重の検査に合格する必要がある。

EN基準等による検査に合格すれば、輸入検査に合格したも
のとして取り扱われたい。

３ 市場制約に係る見直し



FIT法の地域活用要件の見直しと活用

【問題の所在】

• 地域活用電源の自家消費30%はナンセンスであり、普及の障害にしかならない
• 入札によるコスト低下は経産省の｢ドグマ｣。

Ø 太陽光・風力のコスト低下は｢技術学習効果｣であり、FITによる市場拡大でコストが低
下

Ø 入札はリスクが高く大手事業者も参入困難、過去の入札も未達が続き、普及に逆行

Ø 何よりも、入札で地域のご当地系の小規模事業者が排除されることが深刻な問題

【要望】

• 地域活用電源を2MWに拡大し、FITを継続する

• 地域活用電源の自家消費は取りやめ、ご当地エネ3原則に替える
– 地域コミュニティの所有比率、地域の意思決定への参加、便益が地域コミュニティに還
元

19

(4)地域との共生に係る見直し


